
 

箕面市立多文化交流センター利用料金の減額又は免除に関する要綱 

 

２０１３年（平成２５年） ３月２９日 要綱第 ８号 

改正２０１９年（令和 元 年）１０月 ９日 要綱第 ３号 

改正２０２０年（令和 ２年） １月２１日 要綱第 ５号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、箕面市立多文化交流センター条例（平成２４年箕面市条例第３３号。以下「条

例」という。）第１４条第５項及び箕面市立多文化交流センター条例施行規則（平成２５年箕面市規

則第８号。以下「規則」という。）第１３条の規定に基づき、利用料金の減額又は免除（以下「減

免」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（減免の範囲等) 

第２条 利用料金の減免の対象となる範囲及び減免の割合は、別表のとおりとする。 

（減免の申請手続き） 

第３条 利用料金の減免を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、「減免適用団体認定申請

書（多文化交流センター管理用）」（様式第１号）に以下の書類を添えて指定管理者に提出しなけれ

ばならない。 

（１）規約・会則・定款等 

（２）前年度の決算書等活動内容がわかる書類 

２ 指定管理者は、前項の書類を受理したときは、箕面市立多文化交流センター利用料金減免適用団

体審査委員会（以下「審査委員会」という。）に対し、減免団体適用の可否について審査を依頼す

るものとする。 

（審査結果） 

第４条 指定管理者は、審査委員会の審査結果に基づき、所定の事務手続きを経た後、「減免適用団

体認定審査結果通知書（多文化交流センター管理用）」（様式第 2 号）により申請者にその結果を通

知するものとする。 

（認定期間） 

第５条 減免の適用期間は、毎年度末日までとし、次年度も継続して適用を受けようとする場合は、

適用年度内で指定管理者が指定する期間内に第３条第１項の減免申請手続きを行うものとする。 

（減免団体の公表） 

第６条 指定管理者は、規則第１３条第２項の規定に基づき、団体名称等を公表するものとする。 

(その他) 

第７条 この要綱に定めるもののほか、箕面市立多文化交流センター利用料金の減免に関し必要な事

項は、理事長が別に定める。 

http://www.city.sado.niigata.jp/reiki_int/reiki_honbun/r028RG00001723.html#e000000038
http://www.city.sado.niigata.jp/reiki_int/reiki_honbun/r028RG00001723.html#l000000000


 

 

 

附 則 

１ この要綱は、２０１９年（令和元年）１０月１０日から施行する。 

２ この要綱は、２０２０年（令和２年）２月１日から施行する。 

http://www.city.sado.niigata.jp/reiki_int/reiki_honbun/r028RG00001723.html#l000000000

